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建設分野における外国人材の受入れ



建設分野における外国人材の受入れ状況

〇 建設分野で活躍する外国人の数は約11万人で、全産業の約6.4％
〇 在留資格別では技能実習生が最多(2021年:約7万人)で、近年増加傾向（ただし、実習制度であり就労制度ではない）
〇 2015年から、オリンピック･パラリンピック東京大会の関連施設整備等による一時的な建設需要の増大に対応するため、
技能実習修了者を対象とした「外国人建設就労者受入事業」を開始（2022年度をもって終了予定）

〇 特定技能外国人については、2019年度に制度が開始し、コロナ禍による入国制限の影響もあるものの、人数は増加中
〇 2022年4月には、2号特定技能外国人が建設分野において初認定（コンクリート圧送職種）

（単位:人）➢建設分野に携わる外国人数

出典:外国人建設就労者は国交省調べ、特定技能外国人は入管庁調べ、その他は「外国人雇用状況」の届出状況（厚生労働省）
外国人建設就労者・特定技能外国人は年度末時点、その他は10月末時点の人数

※2022年6月末時点では8492人。

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

全産業 686,246 682,450 717,504 787,627 907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 1,658,804 1,724,328 1,727,221

建設業 12,830 13,102 15,647 20,560 29,157 41,104 55,168 68,604 93,214 110,898 110,018

技能実習生 6,791 7,054 8,577 12,049 18,883 27,541 36,589 45,990 64,924 76,567 70,488

外国人建設就労者 ― ― ― ― 401 1,480 2,983 4,796 5,327 3,987 1,767

特定技能外国人 ― ― ― ― ― ― ― ― 267 2,116 6,360

１号特定技能外国人の受入状況（2022年3月末時点）

単位:人

単位:人

国籍別の状況

職種別の状況

職種 とび
建設機械
施工

型枠施工 鉄筋施工
内装
仕上げ

左官 建築大工 配管
コンクリート
圧送

建築板金 表装 屋根ふき 保温保冷 鉄筋継手 土工 電気通信
トンネル
推進工

合計

人数 1,450 1,118 988 985 423 377 356 254 141 89 50 41 37 19 22 8 ２ 6,360

国名 ベトナム フィリピン 中国 インドネシア カンボジア タイ ミャンマー ネパール その他 合計

人数 4,547 601 406 370 141 88 113 38 56 6,360



特定技能制度における外国人材のキャリアパス（イメージ）

２号技能実習経験者（試験免除者）２号技能実習未経験者（試験合格者）

【技能実習】

２号技能実習を良好に修了した者

※３号技能実習を修了した者は、
２号技能実習を良好に修了した者
と同じ取扱い

※２号技能実習を良好に修了する見込みの者及び３号技能実習を修了する見込みの者は、
在留期間満了日の半年前から建設特定技能受入計画の認定申請を行うことが可能

【特定技能２号】

【特定技能１号】

【特定活動】＜外国人建設就労者受入事業＞
2015年度から2022年度までの時限措置

※【特定活動】から【特定技能１号】
に変更することは可能

①と②の両方に合格
①技能評価試験

「技能検定３級」
又は「建設分野特定技能１号評価試験」

②日本語試験
「国際交流基金日本語基礎テスト」
又は「日本語能力試験（N4以上）」

※①・②の試験は海外を基本に国内でも実施

班長として一定の実務経験 ＋ 「建設分野特定技能２号評価試験」又は「技能検定１級」に合格

在留期間は通算5年
※家族の帯同は原則不可

在留期間の更新に上限なし
※扶養する配偶者・子の帯同可

ルート１ ルート２

【 】は在留資格名

〇 特定技能１号となるには、試験合格ルートと技能実習等からの切替ルートの２パターン存在。
○ 特定技能２号は、在留期間の更新上限がなく、家族帯同も可能な在留資格であり、班⾧として一定の実務経験等が必要。



建築板金 内装仕上げ 表装
建築大工 コンクリート圧送
型枠施工 建設機械施工
鉄筋施工 トンネル推進工
とび 土工

屋根ふき 電気通信
左官 鉄筋継手
配管 吹付ウレタン断熱

保温保冷 海洋土木工

業務区分の整理の概要

業務区分整理

【見直し後】
○ 業務区分を３区分に統合し、業務範囲を拡大
○ 建設関係の技能実習職種を含む建設業に係る全て
の作業を新区分に分類
○ 特定技能外国人の安全性確保等の観点から、専門工
事業団体と特定技能外国人受入事業実施法人の連携に
より訓練・各種研修を充実

その他建設業に係る全ての作業
例：電気工事、塗装、防水施工 等

＋

旧業務区分（19区分）

【見直し前】
○ 業務区分が１９区分と細分化されており、
業務範囲が限定的

○ 建設業に係る作業の中で特定技能に含まれない
ものがあり、該当専門工事業団体等から特定技能の
対象に含めるよう要望あり

3.ライフライン・設備区分

1.土木区分

2.建築区分

例：コンクリート圧送 とび
建設機械施工 塗装等

例：建築大工 鉄筋施工 とび 屋根ふき
左官 内装仕上げ 塗装 防水施工等

例：配管 保温保冷 電気通信 電気工事等

【建設分野】業務区分の統合

※R４年８月３０日閣議決定



業務区分と従事できる工事業の考え方

①在留資格上の業務区分は、作業の性質をもとにした分類であり、作業現場の種類による分類ではない。
従事する作業については、現場を問わず実施可能。【参考１】

②各在留資格で実施できる工事の範囲は【参考２】のとおり。

したがって、認定を受けた在留資格に含まれる工事であれば、現場の種類を問わず、従事することが可能。
※実際に従事させる場合には、雇用契約上、業務範囲を明確にし、同等の技能を有する日本人と同等以上の報酬となるよう留意が必要。

＜【参考１】業務区分のイメージ＞

土木 建築 ラ・設

従
事
す
る
こ
と
が
可
能
な
範
囲

さく井工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
造園工事業
大工工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業
塗装工事業
防水工事業
石工事業
機械器具設置工事業

大工工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業
塗装工事業
防水工事業
石工事業
機械器具設置工事業
内装仕上工事業
建具工事業
左官工事業
タイル・れんが・
ブロック工事業

清掃施設工事業
屋根工事業
ガラス工事業
解体工事業
板金工事業
熱絶縁工事業
管工事業

板金工事業
熱絶縁工事業
管工事業
電気工事業
電気通信工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

＜【参考２】各在留資格で実施できる工事の範囲＞

土木現場 建築現場

電気工事

左官工事

造園工事
電気工事

左官工事

造園工事

【主として土木施設に
係る作業】

従
事
す
る
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が
可
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な
範
囲

【主として建築物に
係る作業】

従
事
す
る
こ
と
が
可
能
な
範
囲

【主としてライフライン・
設備に係る作業】

土木 建築 ラ・設



業務区分の統合を踏まえた、同等の技能を有する日本人と
同等以上の報酬であることの考え方

「同等の技能を有する日本人と同等以上の報酬であること」とは、「基本給」及び「毎月固定的に支払われる
手当等」が、以下の比較対象の考え方に則った比較対象の日本人と同等以上であることを言います。

原則

【比較対象の考え方（例：建築区分で、とびに従事する場合】

技能実習2号（型枠）修了
従事する作業（とび）の経験0年

（経験年数3年相当） ＝
1号特定技能評価試験（建築）

（経験年数3年相当）＝
技能検定3級（型枠）合格者
従事する作業（とび）の経験0年

（経験年数3年相当） ＝

外国人と同じ作業（とび）に従事する日本人
（経験年数3年）

技能実習2号（とび）修了
（経験年数3年相当） ＝

1号特定技能評価試験（建築）
（経験年数3年相当）＝

技能検定3級（とび）合格者
（経験年数3年相当） ＝

技能実習等と同
じ作業に従事す
る場合

技能実習2号（型枠）修了
特定技能2年（とび）
（経験年数5年相当） ＝

1号特定技能評価試験（建築）
特定技能2年（とび）
（経験年数5年相当）

＝
技能検定3級（型枠）合格者
特定技能2年（とび）
（経験年数5年相当） ＝

外国人と同じ作業（とび）に従事する日本人
（経験年数5年）

特定技能就労途
中で転職した場合

技能実習等と異
なる作業に従事
する場合

資格取得や条件達成時の追加手当等による差異

○職長手当
○実際に従事する作業に関連する
技能検定等の取得による技能手当

ただし、例えば以下のように、技能実習修了者、特定技能評価試験合格者、日本人技能者について合理的、
かつ、客観的な技能の習熟に基づく公平な追加手当等などを定めることが推奨されます。

（例）営業、技能実習生の指導 等

＝ ＝ ＝

○社内制度による検定等の合格による技能手当
○特定の従業員のみが従事する業務による差異
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（ 帰国 ）

特定技能1号
（３～５年間）

最⾧５年 在留期間の更新
無制限

建設分野における特定技能制度の概要

は建設分野における上乗せ規制

○建設分野における上乗せ規制の概要

１）業種横断の基準に加え、建設分野の特性を踏まえて国土交通大臣が定める特定技能所属機関（受入企業）の基準を設定
２）当該基準において、建設分野の受入企業は、受入計画を作成し、国土交通大臣による審査・認定を受けることを求める
３）受入計画の認定基準

①受入企業は建設業法第３条の許可を受けていること
②受入企業及び１号特定技能外国人の建設キャリアアップシステムへの登録
③特定技能外国人受入事業実施法人（ＪＡＣ）への加入及び当該法人が策定する行動規範の遵守
④特定技能外国人の報酬額が同等の技能を有する日本人と同等額以上、安定的な賃金支払い、技能習熟に応じた昇給
⑤賃金等の契約上の重要事項の書面での事前説明（外国人が十分に理解できる言語）
⑥１号特定技能外国人に対し、受入れ後、国土交通大臣が指定する講習または研修を受講させること
⑦国又は適正就労監理機関による受入計画の適正な履行に係る巡回指導の受入れ 等

は建設業としての内容を定めるもの技能検定
３級程度

技能検定１
級程度、
班長経験

並行審査が可能

在
留
資
格
の
審
査

（ルート①）

技能実習からの
移行

（ルート②）

技能試験等への
合格

○建設分野における「特定技能１号」の在留資格の取得方法

以下の２ルートのいずれかにより、「特定技能１号」の在留資格を得ることが可能。

①技能実習２号を良好に修了（又は技能実習３号を修了）
②以下の試験の両方に合格

(a)技能評価試験： 「技能検定３級」又は「建設分野特定技能１号評価試験」
(b)日本語試験 ： 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（N４以上）」



特定技能外国人の在留資格取得までの主な流れ（イメージ）

海外現地機関における募集

適性審査(技能)の実施
訓練(日本語・技能)の実施

日本語能力試験（N4以上）、技能試験の実施

特定技能雇用契約の締結

建設特定技能受入計画の認定（国土交通省）

ケース１:海外訓練＋試験 ケース２:試験のみ ケース３:試験なし

※人材募集や日本語・技能
訓練等を受入企業が実施
するケース

※技能実習・建設就労からの
移行者のケース

入国審査・在留資格の取得（法務省） 在留資格変更（法務省）



ＪＡＣ（特定技能外国人受入事業実施法人）について

（一社）建設技能人材機構（ＪＡＣ）（一社）建設技能人材機構（ＪＡＣ）

・建設技能者全体の処遇改善
・低賃金・保険未加入・劣悪な労働環境等のルールを守らないブラック企業の排除
・失踪・不法就労の防止

〇特定技能外国人の受入れに関する専門工事業団体及び元請建設業者団体により、2019年４月１日に設立さ
れた。

〇国土交通大臣により特定技能外国人受入事業実施法人として登録。

理事⾧:三野輪 賢二 （一社）日本型枠工事業協会 会⾧
正会員:42団体
賛助会員:賛助会員（企業）1,551社（2022年8月2日現在）

○全員加入、公平負担の原則の下に受入れ企業から徴収する負担金により事業を実施。

受入負担金:特定技能外国人1人あたり1.25～２万円／月
会費:①ＪＡＣに間接的に加入する場合（正会員団体への加入） 会費不要

②ＪＡＣに直接的に加入する場合（賛助会員として加入） 24万円／年



ＪＡＣへの加入イメージ

建設業者団体
（受入れに直接関係なし）

○ ＪＡＣは、正会員（議決権あり）と賛助会員（議決権なし）により構成
○ 特定技能外国人を受け入れるに当たり、受入企業は、ＪＡＣの正会員である建設業者団
体の会員となるか、ＪＡＣの賛助会員となることが必要（いずれになるかは選択可）

受入企業

建設技能人材機構（ＪＡＣ）

受入企業受入企業

建設業者団体は、以下のいずれかの形でＪＡＣに加入
・ 特定技能外国人の受入れに直接関係あり → 正会員
・ 特定技能外国人の受入れに直接関係なし → 賛助会員

受入企業は、以下のいずれか形でＪＡＣに加入（選択可）
・正会員である建設業者団体の会員
・ＪＡＣの賛助会員

建設業者団体
（受入対象業務関係）

建設業者団体
（元請ゼネコン）

正会員正会員 賛助会員

賛助会員

・今後受入予定の団体
・安全衛生、災害防止関係団体
・職業訓練関係団体 等

※正会員である業者団体
に加入しない場合



ＪＡＣ 外国人受入れに係る行動規範

〇 特定技能外国人の適切かつ円滑な受入れの実現に向けた建設業界共通行動規範
（２０１９年４月１日 （一社）建設技能人材機構 総会決議）

Ⅰ．総則
１．建設業界は一般社団法人建設技能人材機構を設立し、行動規

範の遵守に一致協力
２．低賃金雇用により競争環境を不当に歪める者等との関係遮断
３．生産性向上や国内人材確保の取組を最大限推進
４．労働関係法令等の遵守、特定技能外国人との相互理解、文化

や慣習の尊重

Ⅱ．受入企業（雇用者）の義務
５．特定技能外国人が在留資格を適切に有していることを常時確

認
６．同等技能・同等報酬、月給制等、技能の習熟に応じた昇給等

の適切な処遇
７．外国人を含め被雇用者を必要な社会保険に加入
８．契約締結時に雇用関係に関する重要事項の母国語説明、書面

での契約締結
９．外国人であることを理由とした待遇の差別的取扱の禁止
10．暴力、暴言、いじめ及びハラスメントの根絶、職業選択上の

自由の尊重
11．建設キャリアアップシステムへの加入、技能習得・資格取得

の促進
12．安全確保に必要な技能・知識等の向上支援、元請企業が行う

安全指導の遵守
13．日常生活上及び社会生活上の支援
14．直接的、間接的な手段を問わず悪質な引抜行為を禁止
15．機構の行う共同事業の費用を負担

Ⅲ．元請企業の役割
16．建設キャリアアップシステムの活用等による在留資格等の確

認の徹底、不法就労者・失踪者等の現場入場禁止
17．正当な理由なく、特定技能外国人を工事現場から排除するこ

とを禁止
18．特定技能外国人への適切な安全衛生教育及び安全衛生管理
19．自社の工事現場で就労する特定技能外国人に対する労災保険

の適用を徹底
Ⅳ．共同事業の実施

20．事前訓練及び技能試験、試験合格者や試験免除者の就職・転
職支援の実施

21．日本の建設現場未経験の特定技能外国人に対する安全衛生教
育を実施

22．受入企業による労働関係法令の遵守、理解促進等を推進
23．受注環境変化時の特定技能外国人への転職先の紹介、斡旋
24．（一財）国際建設技能振興機構に委託して、巡回訪問等によ

る指導・助言業務、苦情・相談への対応を実施
25．地方部の求人情報発掘、都市部と地方部の待遇格差是正のた

めの助言・指導等、建設特定技能協議会からの地域偏在対策
に関する要請に応じて必要な措置を実施

26．会費徴収や共同事業等の事業運営を実施
Ⅴ．実効性確保措置

27．本規範の違反者に対する除名等
28．必要に応じた国土交通省、法務省その他関係機関と連携

Ⅵ．外国人技能実習生及び外国人建設就労者の取り扱い
29．外国人技能実習生及び外国人建設就労者についても特定技能

外国人への取扱いに準じて適正な就労環境を確保



１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図るべき産業上の分野（特定産業分野）
建設分野

２ 特定産業分野における人材の不足の状況に関する事項
 生産性向上や国内人材確保のための取組

施工時期の平準化、i-Constructionの推進、建設リカレント教育・多能工化、建設技能者の処遇改善（公共工事設計労務単価の引き上げ、
社会保険加入の徹底）、建設キャリアアップシステムの構築 等

 受入れの必要性（人手不足の状況）:令和５年度末時点で約21万人
 受入れ見込み数:令和５年度末時点で約3.4万人

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項
 特定技能１号（技能水準） 「建設分野特定技能１号評価試験」、「技能検定３級」

（日本語能力）「国際交流基金日本語基礎テスト」、「日本語能力試験（Ｎ４以上）」
 特定技能２号（技能水準） 「建設分野特定技能２号評価試験」（新設、2022年度目途実施）、「技能検定１級」

※試験合格に加えて、班⾧としての実務経験を１～３年以上有することを要件とする

４ 在留資格認定証明書の交付の停止の措置又は交付の再開の措置に関する事項

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項
 特定技能外国人が従事する業務区分:「土木」、「建築」、「ライフライン・設備」
 特定技能所属機関等に対して特に課す条件

（建設業者団体）特定技能外国人の適正・円滑な受入れを実現するための事業を行う法人（特定技能外国人受入事業実施法人）の共同設立
（受入企業） 外国人の報酬予定額等を明記した受入計画の作成、国交大臣の審査・認定・巡回訪問による計画実施状況の確認

受入企業及び特定技能外国人の建設キャリアアップシステムへの登録
特定技能外国人受入事業実施法人への所属

１号特定技能外国人の数と外国人建設就労者（特定活動）の数の合計が、常勤職員の数を超えないこと 等

 特定技能外国人の雇用形態:直接雇用（派遣及び就業機会確保事業の適用は不可）

建設分野の運用方針（概要）
R4.8.30 閣議決定


